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市街地の2案についてはＬ2対応が困難とあるが、千年に一度の災害に備えるより現状のまちの賑わいを重視してＬ1対応の庁舎でいいのではないか

地震が来て地盤沈降が起これば小深浦以外の候補地は海抜より低くなる。発災後に関係機関との連携を取って復旧活動するためには高台しかないと思う

【住民意見交換会の全体意見集約】

大きな借金をして後世の子供たちに負担を強いるのであれば、少しでも借金を少なくしてほしい

3候補地のどこかに建てるよりも、浸水もせず、土地もあって、高速道路にも近い東部に建設するのが最適ではないか

災害時の事を考えると、新庁舎にはヘリポートを整備するべき

新庁舎の建設は、高速道路や小学校や保育園等、まちづくりとしてのビジョンをもって進めてほしい

これから先のことを考えたとき、発災後の安全安心の司令塔となる庁舎を建設してもらいたい

市街地の2案についてはＬ2対応が困難とあるが、浸水階を駐車場にするとか浸かってもいい会議室等にして、それより上に市役所機能を持たせばいいのではないか

消防庁舎は浸水区域内に建っているが、新庁舎は浸水区域外に建設してほしい

市役所は宿毛市民の建物である。地震を想定して建てるのであれば、近いとか遠いとかではなく50年後、100年後を見越した庁舎を建設してもらいたい

小深浦の高台は造成が必要だが、地盤は大丈夫か、土砂崩れの心配はないのか

現庁舎は老朽化のため地震が来ればもたない。後で後悔しないためにも一日も早く小深浦の高台へ建設してもらいたい

市街地の住民にとっては、市役所が小深浦の高台へ移れば不便になるので、支所的な機能を残してほしい

庁舎建設にかかる費用をできるだけ抑え、その他の防災対策にもお金を投じて街全体を災害に強い市にしてもらいたい
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現在地 旧県立病院跡地 小深浦高台 その他

審議会で仮に小深浦の高台に答申を受けた際に、市
街地の住民から反対の陳情や請願が出てきた場合、
宿毛小学校の時と同じようにぶれたりしないのか、答
申の候補地で選定するのか

市外の方から「消防庁舎は、なんでこんなとこ（浸水
区域）に建設したのか」と言われる。庁舎建設は、そ
のようなことがないようにしてもらいたい。市役所は
旧宿毛町の建物ではない、宿毛市民の建物である。
なので、市街地に近いとか遠いとか、議論する必要
はない

小筑紫からすれば、車の運転できる人ならば小深浦
のほうが信号も少なく近いと感じるが、運転できない
人になると行きづらい。交通アクセスや、ルートの確
保等考えがあるのか

やがて来る地震を想定してこの計画を立てていると
思うが、建てるのであれば向う１００年を見通した城を
建設してほしい。住民も避難でき港湾にも近い所が
必要と思う

５０年６０年で建て替えるのであれば、木材の資源が
いっぱいあるので木造建築にしてもらいたい。２０年
３０年後の人口推計は議論されているのか

県立病院跡地を推したい。５階建
てで１階２階が浸水したら３階以
上に移り、システム等は最上階に
設置する。運動公園と連携を取り
ながら、機能する対策をしていけ
ばいい

県立病院跡地で庁舎建設する場
合、併設で避難タワーを建設して
はどうか

資料で浸水期間が３日４日と言うが、実際はそんな
もんじゃない。データに頼らずに考えて、行動しても
らいたい

橋上支部

宿毛小学校はＬ１対応だけれども、建物自体はＬ２にも耐えられるということであれば、小学校を置き去りにして無理に高台
に上がる必要はないのではないか。市役所を高台にあげるという判断は自分たちはできない。現在地や県立病院跡地で１
階・２階は浸水してもそれより上の階層で賄える建物にすれば良いのではないか。

これから先のことを考えたとき、発災後の安全安心の司令塔を建設してもらいたい。これから、３案に対するそれぞれの意
見や特徴を聞いてもらって検討してもらいたい

木造建築も耐震の補強をすれば、鉄筋にも遜色ない
耐震性を確保できる。阪神大震災の際に、自身も被
害を受けたが築１５０年の木造建築は瓦が落ちてい
るだけで家屋に被害がなかった。経費を抑えるので
あれば木造も良いのではないか。警察・消防・役所
が機能しないと意味がない。消防がなぜあの場所に
建設されたのか納得ができない。市内の小中学校
はほとんど浸水してしまうが、庁舎よりも子供優先で
はないか

小深浦の高台は市有地で４haとあるが、ほとんど山
林。造成はスムーズにできると想定されているのか。
造成は具体的にどういう工法でやるのか想定がある
のか。単なる埋め立てであれば、必ず弱くなるので問
題がある

【住民意見交換会での個別意見】

現在地と県立病院跡地についてはＬ２対応が困難とあるが、１階や
屋上を駐車場にする等、対応ができるのではないか

小筑紫支部

３０億を市で負担して財源は大丈夫なのか。高速道
路が小深浦を通る見通しで話されたが、市役所が浸
水しなくても、浸水していない他の場所とのアクセス
が浸水してしまえば意味がない。浸水は覚悟して、
非常時はほかの浸水しない場所に司令塔を作ること
もできる。（高速道路が）何も決まっていない状況で
あえて小深浦の高台に図面を描くのは危険ではない
か。芳奈の運動公園であれば、広い土地があり浸水
せず近くに高速道路も来ている。浸水地域へのアク
セスも確保されているのであれば、運動公園でもよ
いのではないか

日照権という説明があったが、何階までなら大丈夫とかあるのか。
現在３階建てだが、４階、５階までなら大丈夫とか、形を台形や三角
錐型にすれば大丈夫とか何も示されていないので、説明をしてもら
いたい
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現在地 旧県立病院跡地 小深浦高台 その他
【住民意見交換会での個別意見】

宿毛市庁舎は地震が発災すれば老朽化のためもた
ないと思う。できるだけ早く建設するべき。現在地・県
立病院跡地とあるが、どこも庁舎は高台に建設して
いる。後で後悔するより安全な場所に建設してもらい
たい

小深浦の土地は従来から市有地ではなかったと思う
が、この4haの広さは庁舎だけなら必要ないと思う
が、どういうビジョンを持って整備され今に至っている
のか

土佐清水は高台に全て移転している。庁舎をまず高
台に移転すれば他の施設も移転することになると思
う

工業団地には空き区画はないのか

小深浦の場合、東部からは遠くなるため、地理的に
賛同できない。押ノ川の聖ヶ丘病院周辺は高台で津
波がこないので、用地購入し造成を検討してはどう
か。平田・山奈・橋上地区は便利が良くなる

何のための施設なのか。避難する人を助けるための
施設ではないのか。高齢車が高台に上れるとは思え
ない。小中学校の生徒達はどうなるのか

被災した後、まちづくりを考えれば市役所の傍に医
療機関や消防等色々な施設を集約すれば利便性が
あがるのではないか

津波が来ると現在の消防は被害を受ける。高台に移
転した場合、消防と危機管理課が連携が取れず、大
深浦・錦は浸水し瓦礫の山になるので、逆に対応が
できないのではないか

小深浦の高台は、県道が大雨で冠水するが、道路整
備も課題ではないか

3案の内、小深浦になった場合、市街地の住民は不
便になるが、この対策を考えているのか。支所的役
割を考えているのか

説明の中で、借金という説明があったが、借金という
ことは返さなければならないと思うが、何年で返す見
込なのか。将来にわたって子供たちに負担を強いる
のであれば、借金を少しでも少なくするべきではない
か

平田支部
現在地で建て替えた場合、日影
制限があれば今の庁舎より高い
庁舎は建設できないのか

旧県立病院跡地を購入する際
は、通常より安く買える価格なの
か

緊急防災減災事業債は小深浦以外の他の2案では
対象とならないのか

候補地の選定条件として、商業施設や市街地等を理由としている
が、被災してしまうと今の街は今のままではない。嵩上げ等の復興
支援をしなければ、街の復興ができない。海抜３ｍ程度の場所に、Ｌ
２対応の丈夫な庁舎を建設した場合、逆に邪魔になるのではないか

西支部

災害時、特に浸水時にはヘリポートが必要だと思う。
各分庁舎は市役所の傍に設置する必要があるので
はないか。特に消防署は浸水区域内にあるため、分
室等も必要ではないか

宿毛支部
・

和田支部

市民ガイドをしている立場として意見したい。外装と
か素材をどう使われるのか。宿毛市は歴史や文化
がある街だが、石碑がメインとなっている。宿毛って
こういう所だと可視化できるような建物を整備しても
らいたい。歴史館や林邸の反響は良いのだが月曜
が休みとなっており、また雨の日には案内する所が
ない。こういう課題を解消できるようなものを考えても
らいたい

Ｌ2対応が必要ならば、1,2階は浸水しても良いような会議室や議会
を整備すれば良いのではないか

Ｌ2対応にするには小深浦高台しかないようだが、Ｌ2の津波は千年
に一度の割合である。来る可能性はまれであり、ないかもしれない。
Ｌ1程度に対応できる建物が現実的ではないか。Ｌ2になれば片島か
ら和田まで全滅するレベル、それを復興するとなれば難しい。割り
切ってＬ1対応で良いと思う

現在地・旧県立病院跡地で市費30億とあるが、実際問題市がまるま
る30億出せるのか
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現在地 旧県立病院跡地 小深浦高台 その他
【住民意見交換会での個別意見】

市役所周辺は台風時に冠水の被害を受けた経緯が
ある。街区には避難場所も少なく高台もない。高台に
移転しお金が浮くならば、浮いたお金でそういった所
を整備してもらいたい。庁舎が災害に強いだけじゃな
くて、街全体が災害に強いようにしてもらいたい

借金を30年間で返していくということだが、その間に
中学校・小学校・保育園の高台移転ができなくなると
いう想定があるのか。そういうデメリットがあるのであ
れば、小深浦の高台に建ててもらいたい。

地区の住民に聞き取りをしたが、
小深浦の高台は不便だという人
が多く、旧県立病院跡地が良いと
いう人が多数であった

小深浦の高台は、土砂崩れの心配はないのか

街区と西エリアの年齢別人口の資料があれば、相対
的に見て選定基準にもなろうかと思う。災害時に自
衛隊の支援を受けるとか、ボランティアの受け入れ
をしなければならないと考えると、個人的には広い土
地の方が良いと思う

ここに来るまでは、旧県立病院跡地が良いと思って
いたが、概算建築費の説明を聞いて30億と14億であ
れば、小深浦が良いと思う。宿毛市は学校等、まだい
ろんな事業が山積みになっているのだから

仮に小深浦に移転した場合、街区の人からすれば住
民サービスを受けられる場所がなくなるのか。支所的
な機能は残さないのか。全ての課を一日で利用する
ことはない。窓口機能が残るのであればそれほど不
便性を感じないのではないか

災害時に司令塔がなければ一番困るのは市民であ
る。であれば、小深浦だと思う。予算的な面からも。
街区の住民は確かに不便になるので、文教センター
に支所を整備すればいい。市役所を利用する人は住
民票や戸籍の請求等がほとんどだと思う

高速道路が愛媛のほうにも延伸になるが、小深浦の
方を通るとすれば色々な考え方ができると思う。もっ
と具体的に宿毛という位置づけを前に出して、ことを
進めていけるのではないか

山奈支部

緊急防災減災事業債を使えば14億で高台に建設で
きるというのは良いなと思うのだが、例えば、緊急防
災減災事業債を使えば、建物に縛りができるのか。
また、庁舎だけのことで使えるのか

工業団地や総合運動公園はプロジェクト調整会議で
検討されなかったのか

宿毛支部
・

和田支部

市役所が高台だと市街地の人は不便を感じる。お金の問題ではな
い。もう少し安く済まそうと考えればいい。便利さも大事だと思う
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現在地 旧県立病院跡地 小深浦高台 その他
【住民意見交換会での個別意見】

なぜ広大な土地がある芳奈の運動公園を候補地に
あげていないのか。この３候補地はどれもダメだと思
う。市街地中心ではなく、広大な土地に建設するべ
き。東であれば津波も来ないし、車の時代なので街
の中心に建てなくても、広いところへ建設するよう考
え直してほしい

本来であれば庁舎移転だけではなく、まちづくりとし
てビジョンを持って説明してほしい。小深浦に移転前
提の話をしているとしか思えないが、庁舎以外に愛
南道のことや、警察、小学校や保育園のこともひっく
るめた形で説明をする責任があると思う

高台に早急に庁舎を含め、学校、保育園等公共施設
を安全な場所に建設するべき

新庁舎にはヘリポートを整備するべき

利便性を考えるより安全性を重視してもらいたい。浸
水区域でない小深浦のほうでやってもらいたい

色々な業務をやる中で、別々に離れているより一つ
になっている方が良いのではないか

現在地と県立病院跡地は過去に津波の被害があっ
た、ならば高台にするべき

島での生活なので、市役所も大事だけれども、島そ
のものが安全で生活できることが目的

緊急防災減災事業債は平成３２年度までだが、建設
スケジュールは間に合うのか

地震がおきた時に、定期船の想定はどうなっている
か

小深浦の高台は山の中にあるように見えるが、土砂
崩れや鉄砲水とかの恐れはないのか

個人的な意見としては、小深浦の高台が一番良いと
思う。便利性で言えば市街地が良いんだろうけれど、
避難と後のことを考えると高台が良い

高速道路は実現しそうなのか。アクセスがなかったら
場所だけ孤立してしまう

山奈支部

沖の島支部

自分たちに意見を求められても
分からないので市の方で進めて
もらいたい。希望としては、県立
病院跡地の方が一番便利かなと
思う

庁舎建設の経過の中で、災害に強い庁舎の建設とあ
るが、現庁舎が抱える課題を克服するための庁舎建
設でもある。震度6とか浸水が5～6ｍとあるが、そう
いうことを考えるとＬ1は論外で、Ｌ2以上のものを想定
しなければいけないと思う。Ｌ2以上がくれば市街地
は全滅し瓦礫の山となる、それぐらいの非常事態の
可能性もあるわけだから、復旧・復興を市役所として
活用できることを考えなければならない。そうであれ
ば、3案の中では現在地と旧県立病院跡地は対象外
である。小深浦の高台が適当である。建設候補地の
概要では、現在地は新庁舎であっても2階までは浸
水する。旧県立病院跡地についても同じである。地
盤沈降すれば小深浦以外では海抜より低くなる。そ
んなところでは復旧活動は無理である。そのために
は、近いとか人が多いとかは関係ない。各関係機関
と連携がとれるような所でないといけない。それを考
えると、津波浸水区域外にある小深浦か別の高台し
かないと思う
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【資料②】

1. 調査の目的

2. 調査の設計

（1）調査地域：宿毛市全域
（2）調査対象：宿毛市在住の市民
（3）調査方法：住民説明会会場、市役所本庁舎、各支所、ホームページにてアンケート調査を実施
（4）周知方法：広報誌、ホームページ、地区長への回覧文書による広報
（5）調査期間：平成30年6月21日～平成30年7月13日

3. 回答結果

　回答数：４４５件／人口：２０，６７７人（※平成30年7月1日時点） ＝　回答率：２．２％

4. 調査対象の属性

（1）性別 （単位：件）　　　 （2）年代 （単位：件）　　　

（3）職業 （単位：件）　　　 （4）お住まいの地域 （単位：件）　　　

「災害に強い庁舎」への建て替えを進めていくために、市民のみなさまのご意見を伺い、今後の庁
舎建設の参考とするものです。

【庁舎建設に関する住民アンケート調査結果の概要】

男性 

275 

女性 

167 

回答なし 

3 

20歳未満 

5 

20代 

29 

30代 

61 

40代 

77 

50代 

56 

60代 

108 

70代 

83 

80歳以上

22 

回答なし 

4 

会社員・ 

公務員・ 

団体職員 

194 

自営業 

86 家事従事 

28 

パート・ 

アルバイト 

17 

学生 

4 

無職 

94 

その他 

18 

回答なし 

5 

宿毛地区 

185 

西地区 

95 和田地区 

20 

橋上地区 

14 

平田地区 

23 

山奈地区 

38 

小筑紫地区 

31 

沖の島地区 

29 

回答なし 

10 
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【調査結果】
1. 年間の市役所訪問回数

（単位：件）　　　

　「１１回以上」、「２～５回」及び「６～１０回」が割合の高い上位３項目となっており、２回
以上市役所を訪問している人の割合は８６％となっている。
　また、年齢別にみると、「２０歳未満」、「６０代」及び「８０歳以上」を除く年代で「１１回
以上」の割合が最も高く、「６０代」及び「８０歳以上」でも「１１回以上」の割合が２番目に高
くなっていることから、年齢に関わらず１１回以上市役所を訪問している人の多いことがうかがえ
る。
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22 

30 

61 

138 

185 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

回答なし 

０回 

１回 

６～１０回 

２～５回 

１１回以上 

2/15



【資料②】

2. 市役所へ行く時の交通手段
（単位：件）　　　

　「自家用車」の割合が全体の７９％となっており、性別及び年齢別でみても、全ての性別・年代
において「自家用車」の割合が最も高くなっている。
　年齢別でみた「自家用車」の割合の中では、「８０歳以上」が最も低く５８％となっており、次
いで「２０歳未満」が６０％となっている。
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35 
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回答なし 

その他 

バスなどの公共交通機関 

オートバイ 

タクシー 

徒歩 

自転車 

自家用車 
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【資料②】

3. 市役所への用件
（単位：件）　　　

　「各種証明などに関すること」の割合が全体の２４％となっており、次いで「税金に関するこ
と」が１０％、「税金などの支払いに関すること」が８％となっている。
　また、「その他」について内容に記入のあった５６件のうち、「仕事」、「職場」、「業務」及
び「勤務」等、仕事に関する内容が最も多く、３５件となっている。
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0 50 100 150 200 250 300

回答なし 

その他 

市議会の傍聴 

営業活動 

障がい者福祉に関すること 

子どもの福祉に関すること 

高齢者のサービスに関すること 

各種健診など健康に関すること 

農林水産、観光などに関すること 

住宅、道路、建築に関すること 

会議などへの参加 

医療や年金に関すること 

税金などの支払いに関すること 

税金に関すること 

各種証明などに関すること 
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【資料②】

4. 現庁舎の利便性について
（単位：件）　　　

　性別及び年齢別にみても、「地震による倒壊が心配」、「施設が古く安全性等に不安を感じる」
及び「津波による浸水が心配」の３項目の割合が高く、性別、年齢に限らず現庁舎の安全性に関す
る心配が多くなっている。
　また、現庁舎の安全性以外に関するものの中では、「駐車場・駐輪場がせまい」の割合が高く、
特に「５０代」以上の年代での割合が高くなっている。
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218 

230 

243 

0 50 100 150 200 250 300

回答なし 

その他 

市議会の傍聴席が狭い、分かりにくい 

特に問題を感じない 

本庁舎だけで用事が済まず、 

ほかの建物に行かなければならない 

市民が憩える場所がない 

ロビー、待合スペース、廊下などが狭い 

行きたい窓口がどこにあるのか分かりにくい 

プライバシーが守れる相談スペースがない 

高齢者・障がい者にとって利用しにくい 

トイレが使いづらい 

津波による浸水が心配 

駐車場・駐輪場がせまい 

施設が古く安全性等に不安を感じる 

地震による倒壊が心配 
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【資料②】

5. 新庁舎に建て替える場合に重視する機能について
（単位：件）　　　

　性別及び年齢別にみても、「災害からの復旧・復興を図る防災拠点施設としての機能を有してい
ること」及び「津波により浸水しない庁舎」等の項目の割合が高く、性別、年齢に限らず災害に対
応するための機能を重視する傾向が高かった。
　また、災害に対応するための機能以外では、「各種手続のための窓口が集約されていること」及
び「ゆとりある駐車スペースの確保」の割合が高くなっており、「3. 市役所への用件」及び「4.
現庁舎の利便性について」と同様の傾向となっている。
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回答なし 

その他 

他の官公署に近いこと 

市民の憩いのスペースがあること 

居住地に近いこと 

プライバシーに配慮した、 

個室型の相談スペースの設置 

庁舎建設による地域の活性化への期待 

建設費などのコストの抑制 

被災者への迅速な支援を行うための 

資機材や食料の備蓄機能 

ゆとりある駐車スペースの確保 

各種手続のための窓口が集約されていること 

災害時における対応の迅速性 

津波災害時等の市民の緊急避難場所としての 

機能を有していること 

津波により浸水しない庁舎 

災害からの復旧・復興を図る防災拠点施設としての 

機能を有していること           
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【資料②】

6. 「庁舎建設」についてのご意見（自由記載）

回答者数：１８０名、意見の総数：２５６件

※比率＝主な意見の件数／意見の総数２５６件

１．庁舎の建設場所についての意見

件数 比率

(1) 高台への建設を求める意見 36 14.1%

(1)のうち、小深浦への建設を求める意見 15 5.9%

(2) 中心地への建設を求める意見 25 9.8%

(2)のうち、現在地への建設を求める意見 6 2.3%

(2)のうち、県立病院跡地への建設を求める意見 4 1.6%

(3) その他の意見 44 17.2%

(3)のうち、災害に対応できる場所（安全・安心、津波に浸水しない等）を求める意見 14 5.5%

(3)のうち、利便性の高い場所を求める意見 8 3.1%

105 41.0%

２．庁舎機能・仕様についての意見

件数 比率

(1) 災害に関する機能を求める意見 34 13.3%

(1)のうち、避難場所としての機能を求める意見 9 3.5%

(1)のうち、耐震、耐津波等のハード機能を求める意見 8 3.1%

(1)のうち、災害時における拠点機能を求める意見 8 3.1%

(2) その他の意見 21 8.2%

(2)のうち、利便性の向上を図るための機能を求める意見 9 3.5%

(2)のうち、明るい、入りやすい等の雰囲気を求める意見 5 2.0%

55 21.5%

３．庁舎の建設時期についての意見

件数 比率

(1) 早期建設を求める意見 12 4.7%

(2) 建設に時間をかけるよう求める意見 1 0.4%

13 5.1%

４．上記以外の意見

件数 比率

(1) 庁舎への交通アクセス対策・インフラ整備を求める意見 12 4.7%

(2) 建設費用等の抑制を求める意見 10 3.9%

(3) 保育園・小学校の災害対策を求める意見 8 3.1%

(4) 高齢者への配慮を求める意見 5 2.0%

(5) その他の意見 48 18.8%

83 32.4%小計

小計

主な意見

主な意見

小計

主な意見

小計

主な意見
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【資料③】

現在地 旧県立病院跡地 小深浦高台

延床面積規制

日影規制（高さ） 5、6階（24m）程度まで 8階（32m）程度まで

建ぺい率・容積率

・Ｌ1対策は可能
・嵩上げによるＬ2対策は敷地面積が狭いので
不可能と思われる
・ピロティによるＬ2対策は敷地面積的には可能
だが、ピロティ部分を駐車場として使用するな
ら、その部分も延床面積に入り、庁舎として確
保できる延床面積は約2,000㎡となる。ピロティ
部分を単なる通路とするなら、庁舎としての延
床面積は3,000㎡まで建築可能だが、市役所機
能は地上3階から上となる。

・Ｌ1対策は可能
・嵩上げによるＬ2対策は敷地面積的には可能
だが、約7mの嵩上げとなるので現実的ではな
いと思われる
・ピロティによるＬ2対策は可能だが、ピロティ部
分を駐車場として使用するなら、その部分も延
床面積に入り、庁舎として確保できる延床面積
は約2,000㎡となる。ピロティ部分を単なる通路
とするなら、庁舎としての延床面積は3,000㎡ま
で建築可能だが、市役所機能は地上3階から上
となる。

津波浸水区域外

長期浸水ポイント外

確保

対応可能

民有地を購入しないと敷地拡大は不可能

現状、対策なし 大きく冠水する道路なし 県道の冠水対策は既に計画あり

集約は可能だが、中心市街地に市民窓
口業務を残すべきではないか

仮庁舎 必要 不要 不要

用地造成 不要 不要 必要

第1種住居地域の延床面積の規制により、現庁舎以上に大きな庁舎を建設するのは厳しい

延床面積規制がかかるため厳しい

新庁舎建設にて解決

対応可能

バリアフリー対策

建設時課題

津波対策

地震対策（耐震性）

老朽化対策

市役所施設の分散

周辺道路冠水対策（大雨時）

敷地狭小対策（駐車場不足等）

市民利用空間不足対策

災害時司令塔機能対策

長期浸水対策

【現庁舎が抱える課題とそれに対する３候補地の優位性】

事務所は延床面積3,000㎡まで　※参考：現庁舎の延床面積は約3,200㎡
（※ただし、利害関係者の同意・県の許可が得られればこの限りではない）

不全

対策：堤防の耐震・嵩上げ及び排水機場の耐震・耐水等

長期浸水ポイント

建築規制
用途地域の指定なし

建ぺい率：60％　　容積率：200％

課題

新庁舎建設にて解決



【資料④－1】   
東日本大震災による沿岸部自治体庁舎被災状況、復旧業務（サマリー）  
① 災害対策本部は発災直後から設置した。  ※ただし、その後の津波被害により、電力喪失、情報不足、代替施設等によ
り迅速な災害対策本部の活動に支障が出た自治体があった。  
② 岩手県、宮城県の沿岸部自治体において、津波被害により建物浸水があっ
た庁舎は、電力及び電算システムサーバ、情報ネットワーク環境の喪失等に

より、数日から１月程度窓口業務が復旧できない状況にあった。   窓口業務復旧までは平均で１３日程度を要し、庁舎の被災程度が発災後の
復旧時期の長短を決める。  
③ 自治体が被災して行政機能を麻痺させることは、その後の復旧復興活動に
大いに支障をきたす。   



【資料④-2】

件名 岩手県 件名 宮城県

市町村名 宮古市 市町村名 気仙沼市

震度、津波 ５強、遡上高　40.5ｍ（観測史上国内最大） 震度、津波 ６弱、１９ｍ

立地状況 標高２ｍ、海から３０ｍ 立地状況 標高８．４ｍ　海から５００ｍ

件名 宮城県

市町村名 本吉郡南三陸町

震度、津波 ６弱、１９ｍ

立地状況 １ｍ　海から５００ｍ

件名 岩手県

市町村名 下閉伊郡山田町

震度、津波 ５弱、１０ｍ

立地状況 標高３ｍ　海から３００ｍ

件名 宮城県

市町村名 牡鹿郡女川町

件名 岩手県 震度、津波 ６弱、１８ｍ

市町村名 上閉伊郡大槌町 立地状況 標高６ｍ　海から２５０ｍ

震度、津波 6弱、２２ｍ

立地状況 標高４．３ｍ　海から９００ｍ

東日本大震災における岩手県及び宮城県内市町村の被災状況、復旧業務対応

・2階建て庁舎の2階天井付近まで浸水し、サーバ室も水没
4月下旬に小学校校庭に仮設庁舎を開所
・庁内LANのインターネット接続は5月25日前後に復旧
・大津波により、役場にて町長を含めて40名が犠牲になっ
た
・副町長が職務代理者となって対応していたが、6月20日
に任期を迎え、その後は8月29日の新町長誕生まで総務課
長が職務代理者として代行

庁舎被災状況

・標高６ｍ程度の高台に３階建て庁舎があったが、３階の天
井まで津波が押し寄せ全壊
・公文書は全て流出したが、歴史的重要文書はPDF化し、東
京都八王子市の貸金庫に保管していたため消滅は免れたが、
通常の紙文書の流出により事務執行上支障をきたした
・住民基本台帳データを記録したサーバの被災により、３月
初旬に作成された業者保管データの復元しかできず、約半月
間の記録が消失した

庁舎被災状況

庁舎被災状況

・１９５７年建築の木造２階建の本庁舎及び隣接する鉄骨３
階建の防災対策庁舎は津波にのみ込まれ、本庁舎は倒壊し、
防災対策庁舎は鉄骨組みのみが残った。
・災害対策本部は、高台にある総合体育館へ移転し対応
・３月２８日から一部窓口業務を再開

庁舎被災状況
・本庁舎は地震による損壊や津波の浸水もなかったが、分庁
舎は津波により１階が浸水し、１０課が執務室が被災

庁舎被災状況
・役場は、市街地から外れたやや高台に位置していたため、
庁舎地下１階が津波により水没
⇒　書庫の保管文書が水没したが、乾燥処置により修復

庁舎被災状況

・本庁舎１階部分が津波被害に遭い、１階部分は全損
・本庁舎１階の総合窓口が水没したが、住基サーバは無事
だったため、他の施設へ移設し、３月14日に窓口業務は再
開
・市内全域で停電　　⇒　本庁舎の復電は3月26日
・内部情報系のネットワーク、固定電話は４月復旧
・罹災証明書の発行は3月20日頃から行い、義援金や被災
者生活再建支援制度の受付は4月27日から実施
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【資料④-2】

件名 岩手県 件名 宮城県

市町村名 釜石市 市町村名 石巻市

震度、津波 6弱、１９ｍ 震度、津波 ６強、１７ｍ

立地状況 標高５ｍ　海から４００ｍ 立地状況 標高１．６ｍ　海から３００ｍ

件名 岩手県 件名 宮城県

市町村名 大船渡市 市町村名 仙台市

震度、津波 6弱、２３ｍ 震度、津波 ６強、１３ｍ

立地状況 標高２２．８ｍ　海から１．２Km 立地状況 標高４５ｍ　海から１２ｋｍ

庁舎被災状況 ・本庁舎自体には大きな被害なし

件名 岩手県

市町村名 陸前高田市

震度、津波 6弱、１８ｍ

立地状況 標高２ｍ　海から７００ｍ

・津波被害はなかったが、地震の揺れにより壁面にひび割れ
等が発生
・地震発生直後は市内全域で停電したが、窓口業務は３月１
４日から再開

庁舎被災状況

・３階建（一部４階建）の庁舎は、津波により全て水没し、
建物自体は残ったものの、壊滅的な全壊状態であり、業務再
開は不可能に近く、市庁舎付近にあった市民体育館、消防本
部なども全壊
・職員も６８名が犠牲
・３月１２日に高台にあった給食センターに市災害対策本部
を移設し、１９日には付近に仮設庁舎（ユニットハウス）を
設置
・５月１６日には、プレハブの仮庁舎を設置し、１１月時点
では、３棟の仮庁舎において、復旧業務及び通常業務を行
い、最終的には１７基のユニットハウスを設置し対応

庁舎被災状況

・地震により、庁舎設備の一部損壊
・第１庁舎の地下、第２～４庁舎の１階部分が水没
・第１～５庁舎付近は、津波の瓦礫山積で移動困難となり、
市内全域の停電・通信途絶により、3月14日に市災害対策
本部を別施設へ移転
・市民課のある第１庁舎での窓口業務再開が困難なため、災
害対策本部のある施設で死亡届受理や火葬許可証の発行等を
行った
・被災しなかった他庁舎において、4月11日から罹災証明
書及び被災証明書の発行業務等を実施

庁舎被災状況

・排水ポンプの不動により、東日本大震災翌日の朝には１階
天井付近まで水没し、水が引くまでの３日間外部と連絡がと
れなかった。
・地震発生直後、市内全域は停電し、庁舎は３月２６日に復
電し、市内は５月末頃までに順次復電
・本庁舎では３月２８日から住民票の写しの交付を再開し、
基幹系システムの再稼働にあわせて窓口業務を４月１１日に
再開

庁舎被災状況

被災状況データの出典

青木睦　「被災した組織アーカイブスの消滅と救助・復旧に関する検証」
「国文学研究資料館紀要　アーカイブス研究篇　第１２号」
NHK　東日本大震災アーカイブス
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【資料⑥】

（単位：万円）

現在地
①

旧県立病院跡地
②

小深浦高台
③

新庁舎延床面積（※1） 7,200㎡ 7,200㎡ 7,200㎡

造成面積（※2） 2,200㎡ 2,200㎡ 8,000㎡

用地購入費 0 11,800 0

敷地造成費 5,060 5,060 17,938

アクセス道対策工事費 2,160 1,240 24,885

基本設計・実施設計・施工監理費 24,790 24,790 24,790

新庁舎建設工事費 219,760 219,760 219,760

現庁舎除却工事費 13,663 13,663 13,663

仮庁舎移転費（※3） 5,205 0 0

補助金等返還金 0 0 15,000

引越し経費 1,625 813 813

27,226 27,712 31,684

299,489 304,838 348,533

0 0 0

203,140 203,140 293,560

(0) (0) (205,492)

0 0 0

96,349 101,698 54,973

299,489 304,838 143,041

◆参考

（※1）

（※2）

（※3）

職員1人当たり面積＝38㎡（黒潮町新庁舎の延床面積を職員数で割った値）
職員数＝190人（本庁舎162人＋学校教育課7人＋生涯学習課4人＋環境課6人＋水道課11人）
38㎡×190人≒7,200㎡

①②は現庁舎が建つ区画面積（庁舎と接する南側駐車場を含む）分をＬ1対応まで嵩上げするという前提
③は庁舎と駐車場（来庁者・公用車・職員用）を足した面積分をＬ2対応まで嵩上げするという前提

仮庁舎を建設するのではなく、どこか既存の施設を借り上げる想定。高知市を参考に2か年で計算。

財
源
内
訳

国・県支出金（Ｂ）

起債（借入れ）（Ｃ）

（うち交付税措置分）（Ｄ）

その他の財源（Ｅ）

一般財源（Ａ-Ｂ-Ｃ-Ｅ）

市費（市の持ち出し）（Ａ-Ｂ-Ｄ-Ｅ）

【概算建築費内訳】

消費税10％

事業費合計（Ａ）

そ
の
他
経
費

庁
舎
建
設
経
費

想
定
事
業
費

前提条件
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